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研究成果の概要（和文）：本研究は、フランスの社会法研究者とともに日仏の障害者雇用・福祉的就労に関する
法制度及びその実際の状況を調査・研究することを目的としたものである。2019年度には、ボルドー大学での在
外研究に従事し、日仏の研究者及び実務家とともに障害者雇用に関するシンポジウムの準備を進めた。同シンポ
ジウムは新型コロナウィルスのため中止となったが、その後、ボルドー大学の紀要に、障害者権利条約が日本の
障害者政策に与えた影響に関する論文を公表した（東洋大 伊奈川秀和教授との共著）。また、2023年1月には、
2人の研究者を日本に招聘し、障害者政策や比較法研究の意義に関する研究会・研究集会を開催し、日仏比較法
研究を深めた。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to research the legal system and the actual 
situation regarding the employment and work in a protected environment of persons with disabilities 
in Japan and France, together with French researchers.I engaged in overseas research at the 
University of Bordeaux in 2019, and I prepared a symposium on the employment and work of persons 
with disabilities with the help of French and Japanese researchers and practitioners. The symposium 
was cancelled due to the Covid-19, but a paper on the impact of the Convention on the Rights of 
Persons with Disabilities on Japanese disability policy was subsequently published in the Revue of 
the University of Bordeaux,COMPTRASEC (with Prof Hidekazu Inagawa, TOYO University). In addition, in
 January 2023, two French researchers were invited to Japan to hold research meetings on the 
disability policy and the significance of comparative legal research to exchange opinions and 
knowledge.

研究分野： 社会法

キーワード： 障害者雇用　福祉的就労　日仏比較法

  ２版

  12渡航期間： ヶ月

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
2006年に採択された障害者権利条約の影響のもと、各国の障害者雇用・就労政策は変容を迫れている。本研究
は、そうした状況の中で、フランス及び日本が、とりわけ「差別禁止」という新たな規範にいかに向き合い、障
害者の雇用・就労の促進を図っているのかについて、研究者のみならず実務家との協働によって明らかにしよう
とした点に意義がある。また、同研究を通じて明らかとなった日仏の状況（障害者雇用・就労政策の変化とそれ
が実務に与えた影響）を日本及びフランスの雑誌で紹介できた点にも学術的・社会的意義を見いだせる。加え
て、本研究を通じて、日仏比較法研究の発展にも一定の寄与ができたと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 

本国際共同研究は、フランスの研究者と共に日仏の障害者雇用・福祉的就労に関する法制度、
及び、その実際の状況を調査・研究するものである。障害者に関する諸施策は、2006 年に国連
総会で採択された障害者権利条約の影響のもと、大きな変容を迫れていた。日本の障害者雇用・
就労施策においては、そうした状況の中でなされた 2013 年の障害者雇用促進法改正で「障害者
差別禁止法理」（合理的配慮の提供を含む）が導入されたことから、それが障害者の雇用・就労
の実務に与える影響に大きな関心が集まっていた。その影響を調査・研究すべく行ったのが、「障
害者差別禁止法理の福祉的就労への影響‐ソフト・ローからのアプローチ」（基盤研究（B）2016
年度-2018 年度）による研究である。同研究では、特例子会社や就労継続支援 A型事業所、B型
事業所に対し、アンケートやヒヤリングを実施するなどし、新たに導入された差別禁止という規
範に対する現場の反応を調査すると同時に、2013 年法改正以後の法制度の課題について現場か
らの声をベースとして検討することを行った（その成果は、長谷川珠子・石﨑由希子・永野仁美・
飯田高『障害者の雇用と就労－法と実務をつなぐ』弘文堂（2021年）にまとめられている）。こ
れと同様の調査・研究をフランスでも行うことで、同研究を発展的に展開させようとしたのが、
本国際共同研究である。折しも、フランスにおいても、2005 年に 30 年ぶりの障害者施策の大き
な改正があり、国際的な障害差別禁止に対する関心の高まりも背景の１つとして、労働法典が定
める障害者差別禁止法理の中に適切な措置（合理的配慮）概念が導入されていた。日本に 10 年
弱ほど先行して同様の法改正が見られたフランスの状況を日本との比較で調査・研究すること
で、「差別禁止」という新たな規範が障害者の雇用や就労に与えた影響に関して日仏の間に存在
する相違や、さらには、日仏に共通してみられる課題などを探ることとしたのが本研究である。 
 
２．研究の目的 

本国際共同研究は、上述の通り、フランスの研究者と共同して、とりわけ合理的配慮概念を含
む「障害者差別禁止法理」が、障害者の雇用・就労にどのような影響を与えているのかを調査・
研究するものである。フランスでは 1950 年代以降、日本では 1960 年代以降、雇用義務制度によ
って障害者の雇用を促進する政策が採用されてきたが、そこに新たな規範として「差別禁止法理」
が加わることとなった。本研究は、この変化が、日仏双方においてどのような影響を障害者の雇
用・就労にもたらしたのかを明らかにし、現在の障害者雇用・就労政策の課題を比較法の観点か
らあぶりだすことを目的とするものである。加えて、この作業を通じて、日仏比較法研究の進展
に寄与することも目指した。 
 
３．研究の方法 
 2018年度より準備を進め、2019年度にボルドー大学での在外研究を実施した。在外研究中は、
フランスの障害者雇用・就労政策に関する文献調査を進めると同時に、AGEFIPH（雇用率未達成
の企業が支払う納付金の管理運営機関）や適応企業（労働法典の適用のある、障害者が 55％以
上を占める企業）、ESAT（福祉的就労の場を提供する施設・事業所）で働く、障害者雇用・就労
の実務家へのヒヤリング調査を実施し、また、障害者雇用や精神障害者の人権問題に造詣の深い
研究者に対してもヒヤリング調査を行った。さらに、日仏比較の障害者雇用・就労に関するシン
ポジウムを行うために、ボルドー大学・比較労働法社会保障法研究所（COMPTRASEC：Centre de 
droit comparé du travail et de la sécurité sociale）に所属する研究者とともに、その準
備を進めた。準備の過程では、日仏の障害者雇用・就労政策において課題となっていることにつ
き意見交換を深め、シンポジウムの構成や登壇者を決定した（ただし、2020年 3月 17日に予定
されていたシンポジウムは、新型コロナウイルスの影響で中止となった）。 
 2020 年度以降は、中止となったシンポジウムの補完も兼ねて、調査・研究の内容を公表する
作業を進めた（その成果は、４に記載の通りである）。また、特に 2022 年度には、日仏比較法研
究の進展に寄与すべく、フランスから 2名の研究者（労働法・社会保障法）を招聘し、日本で研
究会を行う準備を行い、①「高齢・障害・自立の喪失」をテーマとする日仏比較法研究会、及び、
②「日仏社会法における比較法・国際比較のメソッド」と題する研究集会（日仏社会法ネットワ
ークとの共催）を開催し（2023年 1 月）、それぞれのテーマにつき日仏双方の立場からの検討を
深めた。 
 
４．研究成果 
 本研究により調査を進めたフランスの法制度（2018 年に行われた改正を含む）や、フランス
における障害者雇用・就労の実態については、「フランスの障害者雇用・就労政策①－労働市場
での障害者の就労」「フランスの障害者雇用・就労政策②－適応企業」「フランスの障害者雇用・
就労政策③－ESAT（就労支援機関・サービス）」月間福祉 105（2）～（4）（2022年）、「フランス
の障害者雇用政策の動向－2018 年雇用義務制度改正を中心に」新ノーマライゼーション 40（8）
（2020年）等においてまとめることができた。また、2022年 11月に行われた国際オンラインセ
ミナー（フランスの部）では、ESAT 等の運営を行う非営利法人の団体である UNAPEI（知的障害
者の親の会）の代表者とともに、フランスにおける ESAT の役割について意見交換を行う機会も
得た。フランスにおいても、障害者が差別を受けることなく労働市場で就労できることが優先的
な課題とされており、そうした観点から雇用義務制度の見直しがなされたり、また、支援付き雇
用の仕組みが新たに導入されたりしていることを確認すると同時に、こうした状況の中で、改め



て、適応企業や福祉的就労の場である ESAT（就労支援機関・サービス）をどのように位置づけ
るべきか、政府においても現場においても活発な議論が展開されていることを確認することが
できた。 
 他方、本研究では、日本における障害者政策に関する動向をフランスに発信することも行った。
上述のように 2020 年 3月に予定していたシンポジウムは中止となったが、その際に行う予定で
あった報告を整理しなおし、ボルドー大学・COMPTRASEC の紀要に「Influences de la Convention 
relative aux droits des personnes handicapées sur le droit et les politiques pour les 
personnes en situation de handicap au Japon（日本の障害者政策に対する障害者権利条約の
影響）」（伊奈川秀和教授（東洋大学）との共著）を公表した。また、2020 年にも、「Handicap(s) 
et droit social : définition, garantie de ressources et politique de l’emploi（障害
と社会法：定義、所得保障、雇用）」をフランスの学術雑誌（Revue de droit sanitaire et social）
に公表し、フランスの研究者に日本の法政策を知ってもらう機会とした。 
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